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カーボンニュートラル（CN）の実現に向けた積極的な議論を
国内のCPに関わる制度としてはJクレジット制度や排出量取引制度があり、経済産業省の検討会ではGX
（グリーントランスフォーメーション）リーグ創設、カーボンクレジット市場創設が議論されています。海外
でも世界各地でさまざまな取り組みが実施されてきています。CPに関する国内での議論の状況や課題、
内外の現状を踏まえて市場機能を通じた価格シグナルの形成、市場機能の可能性が果たすべき役割、
2050年のCN実現に向けた展望などについて、積極的な議論をしていきたいと思います。

炭素の排出と吸収除去が均衡している中での市場取引
2050年のCNは、完全に炭素がゼロになるのではなく、炭素を排出せざるを得ない企業と、炭素を吸収
除去する企業とで相殺し合って均衡しているという状況です。これは2050年以降も同様でしょう。そこで
双方がクレジットを取引するという状況が、論理的帰結として出てきます。そこに移行するためにどういう
準備をしていくかが大事です。例えばGXリーグは、各企業が約束した削減目標に対して、その達成度に
応じて排出量の枠を市場取引できないか、というものです。

カーボンクレジット市場における金融機関の役割
現時点では3つの役割が考えられます。１つ目は市場と投資家との架け橋になることです。大きな変革は
短期的にはコストを伴うので、長期的なメリットでそのコストを吸収していく必要がある。その長期の投
資家を呼び込む役割です。２つ目は金融商品の開発です。産業界にとって使い勝手のいい市場にするた
めに、商品開発で貢献することができます。３つ目は価格の透明度を高め、いかなる状況でも価格の安定
性を保ち、マーケットに流動性を供給することで、市場の価格や値動きにしっかり貢献することです。

市場機能の活用に向けたさまざまな取り組み
CPの価格シグナルを最大限に発揮させるために市場機能を活用することが重要です。価格が安定化しな
いことが炭素税と比べて排出量取引制度の課題ですが、カリフォルニア州の下限価格など、各国でさまざ
まな価格安定化に向けた取り組みが行われています。それによって価格変動のリスクを回避しているわけ
です。ボランタリークレジットにおいても、クレジットの購入が容易になり、流動性を高め、ひいては需要や
価格の安定化に寄与する可能性があり、市場機能の活用が検討されているところです。

▶▶▶質問
カーボンクレジットを創設する場合、標準化されたシステムのほうが良いか。
【梶川】流動性を上げて取引量を増やしていく上では標準化しているほうがいいと思います。他方で、さ
まざまな投資を生み出していく中で企業側には、ナラティブも含めてしっかりとPRしたいというニーズも
あります。ここはうまく接合していく必要があります。例えば国際的なクレジット取引の標準的なフォー
マットを決めていこうという動きがありますが、カーボンクレジット市場を創設するには、そういう国際的
な標準化された制度設計が大事なのではないかと思います。

モデレーター パネリスト

カーボンプライシング（CP）における
市場機能の可能性と役割の探求
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炭素税・排出量取引制度の世界的な広がり

 2021年4月時点で64の施策が稼働。世界の温室効果ガスの2割超をカバー。
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2013-2020 EEA32 1.7%
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